
 

 

 

事後評価結果（平成１７年度） 

 

担 当 課：東日本高速道路㈱計画設計チーム 

担当課長名： 大  越  良  記   

 

路線名 
北関東自動車道 

（栃木都賀JCT～宇都宮上三川） 

事業

区分
高速自動車国道 

事業 

主体 

日本道路公団 

(東日本高速道路㈱)

起終点 
 自：栃木県下

しも

都
つ

賀
が

郡都賀町
つ が ま ち

大字木
き

 

 至：栃木県河内
か わ ち

郡上三川町
かみのかわまち

大字磯岡
いそおか

 
延長 18.5ｋｍ 

事業概要   

群馬県高崎市を起点とし茨城県ひたちなか市に至る総延長147㎞の国土開発幹線自動車道である「北関

東自動車道」のうち東北自動車道と接続する栃木都賀JCT～宇都宮上三川IC間を４車線で整備を行った。

事業の目的・必要性  

関越道、東北道、常磐道および東関東道との接続による「高速道路ネットワークのリダンダンシー機能

の強化」、「周辺一般道の混雑緩和」、「物流拠点、環境拠点等へのアクセスの向上」などにより、地域

の発展に寄与する。 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 化 年 度 H 5年度 用 地着手 H６年度 (計画)  H12年度 
事業期間 

都 市 計 画 決 定 S62年度 工 事着手 H７年度 

供用年

(暫定/完成) (実績)  H12年度 

変 

動 
1.0倍 

(名目値)    1,487億円 (名目値)     1,162億円 
事 業 費 

計画時 

 (実質値)    1,512億円 

実 績 

 (実質値)    1,181億円 

変 

動 
0.8倍 

交 通 量 計画時 
8,900～19,700台/日 

（平成12年度） 
実 績 

12,400台/日 

（平成16年度） 

変 

動 

62.9％～

139.3％

旅行速度向上 

(供用前現道→当該路線) 

36.4  →  98.0 km/h 

 （Ｈ１１年度）    （Ｈ１７年度） 

交通事故減少 

(供用前現道→供用後現道＋当該路線)

  64.2 → 40.1件/億台キロ 

（Ｈ10・11年度）     （Ｈ14・15年度） 

Ｂ／Ｃ  総 費 用 1,575億円 総 便 益 7,696億円  基準年  
費用便益

分析結果

（事後） 
4.9 

事 業 費：  1,430億円 

維持修繕費：    145億円 

走行時間短縮便益  6,907億円 

走行経費減少便益：   624億円 

交通事故減少便益：   165億円 

費用増加額  便益減少額  
事業遅延によるコスト増 

 － 億円 － 億円  

H17年 

事業遅延の理由  
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客観的評価指標に対応する事後評価項目  

 

◆個性ある地域の形成 

［ＩＣ等から主要な観光地へのアクセス向上］ 

・北関東道沿線の観光入込み客数 

44万人/年（H9～11） → 55万人/年(H13～15) ⇒約26％増加 

◆安全で安心できるくらしの確保 

［三次医療施設へのアクセス向上］ 

・真岡市内⇒獨協医科大学病院への救急搬送時間 

開通前 県道経由 41分 → 開通後 北関東道経由 30分⇒ 11分短縮 

 

他８項目について効果の発現が見られる。   

その他評価すべきと判断した項目  

 

  

環境影響評価に対応する項目  

【大気質】 

・ 高速道路沿道の常時監視測定局（一般環境大気測定局）の測定データにアセスメント時の高速

道路に起因する値を加えても環境保全目標を下回る。 

NO2：日平均値の年間98％値   0.04～0.05ppm （0.04～0.06ppm以下） 

C0 ：日平均値の年間2％除外値  1.62～1.68ppm  （10ppm以下） 

【騒音】 

・ 環境アセスメントで予測した断面について、平成16年度平均交通量を用いて再現計算を行い、

最も厳しい断面で実測した結果、環境保全目標値を下回る。 

実測値：63dB  （環境保全目標：昼間70dB） 

その他評価すべきと判断した項目  

事 

業 

に 

よ 

る 

環 

境 

変

化 

自生種の植樹による盛土のり面の樹林化、都賀IC内に多自然型の池を創出 

事業を巡る社会経済情勢等の変化  

栃木県内の総生産は、全国値より低位であるが増加傾向にある。人口は平成5年から平成14年までに約2

％増加し、その後は横ばいとなっている。 

今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性   

費用対効果分析の結果や利用状況、事業の効果発現から一定の整備効果が得られており、今後の事業評

価の必要性はないものと考える。 

なお、今回は部分開通であり、北関東道全線開通後、現在の利用状況に変化が生じるため、今後は部分

開通ごとの事後評価は実施せず、北関東道全線開通後に全線をまとめて事後評価する。 

計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性  

特になし 

特記事項  

特になし 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

  


